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令和２年（2020年）新潟県産業連関表の概要 

 

 

 

 

１ 産業連関表の構造 

   産業連関表とは、一年間のある地域での全ての財・サービスの経常取引の流れを記録

し、タテ、ヨコの行列形式を用いて経済取引の実態を表したものである。 

   財・サービスが各産業部門間でどのような投入・産出という取引過程を経て生産・販

売されたものであるかの記録を、行列（マトリックス）の形で見ることができる。 

 

２ 産業連関表の見方 

   タテ方向（列）… 財・サービスの生産に当たって用いられた原材料等の費用構成 

を見ることができる 

   ヨコ方向（行）… 生産された財・サービスの販売先の内訳を見ることができる 

○ 産業連関表とは、一年間の新潟県での経済活動を統計表としてとりまとめたもの。 

○ 今回の産業連関表は、令和２年（2020年）を対象にしている。 
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（注１） 統合大分類（37部門）による。

（注２） 四捨五入の関係で、内訳は必ずしも合計と一致しない。（ ）は、構成比を示す。

（注３） ここでいう「消費」とは、家計外消費支出、民間消費支出及び一般政府消費支出をいい、「投資」とは

県内総固定 資本形成及び在庫純増をいう。

（注４） この図において、「財」は、統合大分類（37部門）での「農林漁業～建設」及び「事務用品」を指し「サ

ービス」は、 同「電気・ガス・熱供給」～「対個人サービス」及び「分類不明」を指している。

令和２年（2020年）産業連関表からみた財・サービスの流れ（新潟県）

供給側

需要側

（　72.6　％） （　27.4　％）
5兆3,242億円
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5兆8,817億円
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10兆1,843億円
（　37.2　％） （　62.8　％）

中間投入率 （　43.3　％） 粗付加価値率 （　56.7　％）

財の投入 サービスの投入
9兆2,011億円3兆2,283億円 3兆7,868億円

（　46.0　％） （　54.0　％）

中間投入
粗付加価値

7兆152億円



 

 

令和２年の県内生産額は 16兆 2,163億円で、平成 27年と比較して 1.7％減少した。 

また、国内生産額 1,026兆 1,540億円に占める割合は 1.6％と、平成 27年（1.6％）と比

較して横ばいとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年県内生産額は 16兆 2,163億円で、生産のために必要となった財・サービスへの

支出（中間投入）は７兆 152億円（構成比 43.3％）、生産活動によって新たに付け加えられ

た粗付加価値は９兆 2,011億円（同 56.7％）であった。 

平成 27年と比較して、中間投入が 2.2％、粗付加価値が 1.3％それぞれ減少したため、県

内生産額は 1.7％減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 県内生産額は減少、国内生産額に占める割合は横ばい 

２ 中間投入は 2.2％、粗付加価値は 1.3％減少 

単位：金額（億円）、伸び率・対国比（％）

平成17年 平成23年 平成27年 令和２年

県 内 生 産 額 168,075 160,335 164,932 162,163

伸 び 率 - -4.6 2.9 -1.7

対 国 比 1.7 1.7 1.6 1.6

（参考：国内生産額）

平成17年 平成23年 平成27年 令和２年

国 内 生 産 額 9,720,146 9,396,749 10,178,184 10,261,540

伸 び 率 - -3.3 8.3 0.8

伸び率 （％）

平成27年 令和２年 平成27年 令和２年 H27～R2

164,932 162,163 100.0 100.0 -1.7

中 間 投 入 71,732 70,152 43.5 43.3 -2.2

粗 付 加 価 値 93,199 92,011 56.5 56.7 -1.3

県 内 生 産 額

金　　額  （億円） 構  成  比  （％）

43.5

43.3

56.5

56.7

0% 50% 100%

平成27年

令和２年

中間投入 粗付加価値

県内生産額に占める中間投入と粗付加価値の構成比



 

 

令和２年の県際収支は▲5,575億円の輸移入超過となった。 

自給率は、産業計で 64.9％となり、平成 27年の 65.6％と比較して、0.7 ﾎﾟｲﾝﾄ低下した。 

 

 

 

 

１単位当たりの最終需要に対する生産波及の大きさを逆行列係数により統合大分類（37

部門）別でみると、令和２年は全産業平均で 1.2877倍であった。 

産業別では、水道（1.4528倍）、窯業・土石製品（1.4247倍）、電気・ガス・熱供給（1.4046

倍）などで大きかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 県際収支は▲5,575億円の輸移入超過、自給率は 64.9％ 

４ 県内 37部門平均の生産波及の大きさは 1.2877倍（開放経済型） 

（参考)

（Ａ） （Ｂ） 平成27年

金額（億円） 金額（億円） (A)-(B) 自給率

53,242 32.8% 58,817 35.1% ▲ 5,575 64.9% 65.6%産 業 計

輸  移  出 輸  移  入
県際収支 令和２年

自給率輸移出率 輸移入率

生産波及の大きさ（倍）

水 道 1.4528

窯 業 ・ 土 石 製 品 1.4247

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 1.4046

（ 全 産 業 平 均 ） 1.2877

（注）統合大分類（37部門）逆行列係数表（開放経済型）の各列和による。　


